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上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（会社情報の開示） （会社情報の開示） 

第２条 上場会社は、次の各号のいずれかに該当する

場合（第１号に掲げる事項及び第２号に掲げる事実

にあっては、本所が定める基準に該当するものその

他投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものと本

所が認めるものを除く。）は、本所が定めるところ

により、直ちにその内容を開示しなければならな

い。この場合において上場外国会社に対するこの

項、次項及び第８項の規定の適用に当たっては、当

該上場外国会社の本国における法制度等を勘案する

ものとする。 

第２条 上場会社は、次の各号のいずれかに該当する

場合（第１号に掲げる事項及び第２号に掲げる事実

にあっては、本所が定める基準に該当するものその

他投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものと本

所が認めるものを除く。）は、本所が定めるところ

により、直ちにその内容を開示しなければならな

い。この場合において上場外国会社に対するこの

項、次項及び第８項の規定の適用に当たっては、当

該上場外国会社の本国における法制度等を勘案する

ものとする。 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関が、次

に掲げる事項を行うことについての決定をした場

合（当該決定に係る事項を行わないことを決定し

た場合を含む。） 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関が、次

に掲げる事項を行うことについての決定をした場

合（当該決定に係る事項を行わないことを決定し

た場合を含む。） 

ａ～ａk （略） ａ～ａk （略） 

ａl 財務上の特約（開示府令第１９条第２項第

１２号の４に規定する財務上の特約をいう。以

下同じ。）が付された金銭消費貸借契約（連結

子会社との間で締結するものを除く。以下この

項において同じ。）の締結（既に締結している

金銭消費貸借契約に新たに財務上の特約が付さ

れた場合を含む。）又は財務上の特約が付され

た社債（連結子会社に対して発行するものを除

く。以下この項において同じ。）の発行（既に

発行している社債に新たに財務上の特約が付さ

れた場合を含む。） 

（新設） 

ａm 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

又は社債について、弁済期限の変更若しくは償

還期限の変更又は財務上の特約の内容の変更 

（新設） 

ａn ａから前ａmまでに掲げる事項のほか、当該 ａl ａから前ａkまでに掲げる事項のほか、当該
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上場会社の運営、業務若しくは財産又は当該上

場株券等に関する重要な事項であって投資者の

投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

上場会社の運営、業務若しくは財産又は当該上

場株券等に関する重要な事項であって投資者の

投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（２） 次に掲げる事実のいずれかが発生した場合 （２） 次に掲げる事実のいずれかが発生した場合 

ａ～ｒ （略） 

ｒの２ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契

約に係る財務上の特約に定める事由の発生 

ｒの３ （略） 

ｓ～w （略） 

ａ～ｒ （略） 

（新設） 

 

ｒの２ （略） 

ｓ～w （略） 

 （３）～（７） （略） （３）～（７） （略） 

２ 上場会社は、その子会社等が次の各号のいずれか

に該当する場合（第１号に掲げる事項及び第２号に

掲げる事実にあっては本所が定める基準に該当する

ものその他の投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微

なものと本所が認めるものを、第２号の２ａに定め

る法第１６６条第２項第５号に掲げる事項及び第２

号の２ｂに定める法第１６６条第２項第６号に掲げ

る事実にあっては投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとして取引規制府令で定める基準に該当

するものを除く。）は、本所が定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければならない。 

２ 上場会社は、その子会社等が次の各号のいずれか

に該当する場合（第１号に掲げる事項及び第２号に

掲げる事実にあっては本所が定める基準に該当する

ものその他の投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微

なものと本所が認めるものを、第２号の２ａに定め

る法第１６６条第２項第５号に掲げる事項及び第２

号の２ｂに定める法第１６６条第２項第６号に掲げ

る事実にあっては投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとして取引規制府令で定める基準に該当

するものを除く。）は、本所が定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければならない。 

（１） 上場会社の子会社等の業務執行を決定する

機関が、当該子会社等について次に掲げる事項を

行うことについての決定をした場合（当該決定に

係る事項を行わないことを決定した場合を含

む。） 

（１） 上場会社の子会社の業務執行を決定する機

関が、当該子会社について次に掲げる事項を行う

ことについての決定をした場合（当該決定に係る

事項を行わないことを決定した場合を含む。） 

ａ～q （略） ａ～q （略） 

r 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

（当該上場会社又は他の連結子会社との間で締

結するものを除く。以下この項において同

じ。）の締結（既に締結している金銭消費貸借

契約に新たに財務上の特約が付された場合を含

む。）又は財務上の特約が付された社債（当該

上場会社又は他の連結子会社に対して発行する

（新設） 
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ものを除く。以下この項において同じ。）の発

行（既に発行している社債に新たに財務上の特

約が付された場合を含む。） 

s 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の

弁済期限の変更、財務上の特約が付された社債

の償還期限の変更又は財務上の特約の内容の変

更 

（新設） 

t ａから前sまでに掲げる事項のほか、当該上

場会社の子会社等の運営、業務又は財産に関す

る重要な事項であって投資者の投資判断に著し

い影響を及ぼすもの 

r ａから前qまでに掲げる事項のほか、当該上

場会社の子会社の運営、業務又は財産に関する

重要な事項であって投資者の投資判断に著しい

影響を及ぼすもの 

（２） 上場会社の子会社等に次に掲げる事実のい

ずれかが発生した場合 

（２） 上場会社の子会社に次に掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

ａ～ｋ （略） ａ～ｋ （略） 

ｌ 社債に係る期限の利益の喪失 （新設） 

ｍ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約に

係る財務上の特約に定める事由の発生 

（新設） 

ｎ ａから前ｍまでに掲げる事実のほか、当該子

会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事

実であって投資者の投資判断に著しい影響を及

ぼすもの 

ｌ ａから前ｋまでに掲げる事実のほか、当該子

会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事

実であって投資者の投資判断に著しい影響を及

ぼすもの 

（３） （略） （３） （略） 

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年４月１日から施行す

る。 

 

２ 改正後の第２条第１項第１号ａｍ、同項第２号ｒ

の２、第２条第２項第１号ｓ及び同項第２号ｍの規

定は、令和６年４月１日より前に締結された金銭消

費貸借契約については、この改正規定施行の日から

令和８年３月３１日までの間は、適用しないことが

できる。 
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企業行動規範に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（支配株主との重要な取引等に係る遵守事項） （支配株主との重要な取引等に係る遵守事項） 

第１１条の２ 支配株主を有する上場会社は、次の各

号に掲げる場合には、当該各号に規定する事項の決

定が当該上場会社の少数株主にとって不利益なもの

でないことに関し、当該支配株主との間に利害関係

を有しない者による意見の入手を行うものとする。 

第１１条の２ 支配株主を有する上場会社は、次の各

号に掲げる場合には、当該各号に規定する事項の決

定が当該上場会社の少数株主にとって不利益なもの

でないことに関し、当該支配株主との間に利害関係

を有しない者による意見の入手を行うものとする。 

（１） 当該上場会社の業務執行を決定する機関

が、適時開示規則第２条第１項第１号ａ（第三者

割当による募集株式等の割当て又は上場会社若し

くはその子会社等の役員若しくは従業員に対する

株式若しくは新株予約権の割当てその他の株式報

酬若しくはストック・オプションと認められる募

集株式等の割当てを行う場合に限る。）、ｄ、ｆ

の２からｈまで、ｊからｎまで、ｒからｕまで又

はａｊからａｎまでに掲げる事項（支配株主その

他本所が定める者が関連するものに限る。）のい

ずれかを行うことについての決定をする場合（同

条の規定に基づきその内容の開示を要する場合に

限る。） 

（１） 当該上場会社の業務執行を決定する機関

が、適時開示規則第２条第１項第１号ａ（第三者

割当による募集株式等の割当て又は上場会社若し

くはその子会社等の役員若しくは従業員に対する

株式若しくは新株予約権の割当てその他の株式報

酬若しくはストック・オプションと認められる募

集株式等の割当てを行う場合に限る。）、ｄ、ｆ

の２からｈまで、ｊからｎまで、ｒからｕまで又

はａｊからａｌまでに掲げる事項（支配株主その

他本所が定める者が関連するものに限る。）のい

ずれかを行うことについての決定をする場合（同

条の規定に基づきその内容の開示を要する場合に

限る。） 

（２） 当該上場会社の子会社等の業務執行を決定

する機関が、適時開示規則第２条第２項第１号ａ

からｅまで、ｇからｋまで、ｎ、ｏ又はｒからｔ

までに掲げる事項（支配株主その他施行規則で定

める者が関連するものに限る。）のいずれかを行

うことについての決定をする場合（同条の規定に

基づきその内容の開示を要する場合に限る。） 

（２） 当該上場会社の子会社等の業務執行を決定

する機関が、適時開示規則第２条第２項第１号ａ

からｅまで、ｇからｋまで、ｎ、ｏ又はｒの２に

掲げる事項（支配株主その他施行規則で定める者

が関連するものに限る。）のいずれかを行うこと

についての決定をする場合（同条の規定に基づき

その内容の開示を要する場合に限る。） 

２ （略） ２ （略） 

付  則  

この改正規定は、令和７年４月１日から施行する。  
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特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この特例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この特例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）～（１０） （略） （１）～（１０） （略） 

（１０）の２ 財務上の特約 企業内容等の開示に

関する内閣府令（昭和４８年大蔵省令第５号。以

下「開示府令」という。）第１９条第２項第１２

号の４に規定する財務上の特約をいう。 

（新設） 

（１１）～（１７） （略） （１１）～（１７） （略） 

（１８） 第三者割当 開示府令第１９条第２項第

１号ヲに規定する第三者割当をいう。 

（１８） 第三者割当 企業内容等の開示に関する

内閣府令（昭和４８年大蔵省令第５号。以下「開

示府令」という。）第１９条第２項第１号ヲに規

定する第三者割当をいう。 

（１９）～（４１） （略） （１９）～（４１） （略） 

  

（会社情報の開示） （会社情報の開示） 

第１１８条 上場会社は、次の各号のいずれかに該当

する場合（施行規則で定める基準に該当するものそ

の他の投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なもの

と当取引所が認めるものを除く。）は、施行規則で

定めるところにより、直ちにその内容を開示しなけ

ればならない。 

第１１８条 上場会社は、次の各号のいずれかに該当

する場合（施行規則で定める基準に該当するものそ

の他の投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なもの

と当取引所が認めるものを除く。）は、施行規則で

定めるところにより、直ちにその内容を開示しなけ

ればならない。 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関が、次

のａからａｗまでに掲げる事項のいずれかを行う

ことについての決定をした場合（当該決定に係る

事項を行わないことを決定した場合を含む。） 

（１） 上場会社の業務執行を決定する機関が、次

のａからａｕまでに掲げる事項のいずれかを行う

ことについての決定をした場合（当該決定に係る

事項を行わないことを決定した場合を含む。） 

ａ～ａｔ （略） ａ～ａｔ （略） 

ａｕ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

（連結子会社（連結財務諸表規則第２条第４号

に規定する連結子会社をいう。以下同じ。）と

（新設） 
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の間で締結するものを除く。以下この条におい

て同じ。）の締結（既に締結している金銭消費

貸借契約に新たに財務上の特約が付された場合

を含む。）又は財務上の特約が付された社債

（連結子会社に対して発行するものを除く。以

下この条において同じ。）の発行（既に発行し

ている社債に新たに財務上の特約が付された場

合を含む。） 

ａｖ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

又は社債について、弁済期限の変更若しくは償

還期限の変更又は財務上の特約の内容の変更 

（新設） 

ａｗ ａから前ａｖまでに掲げる事項のほか、当

該上場会社の運営、業務若しくは財産又は当該

上場株券等に関する重要な事項であって投資者

の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

ａｕ ａから前ａｔまでに掲げる事項のほか、当

該上場会社の運営、業務若しくは財産又は当該

上場株券等に関する重要な事項であって投資者

の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（２） 次のａからａａまでに掲げる事実のいずれ

かが発生した場合 

（２） 次のａからａａまでに掲げる事実のいずれ

かが発生した場合 

ａ～ｓ （略） 

ｓの２ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契

約に係る財務上の特約に定める事由の発生 

ｔ～ａａ （略） 

ａ～ｓ （略） 

（新設） 

 

ｔ～ａａ （略） 

  

（子会社等の情報の開示） （子会社等の情報の開示） 

第１１９条 上場会社は、その子会社等が次の各号の

いずれかに該当する場合（第１号に掲げる事項及び

第２号に掲げる事実にあっては取扱いで定める基準

に該当するものその他の投資者の投資判断に及ぼす

影響が軽微なものと本所が認めるものを、第３号ａ

に規定する法第１６６条第２項第５号に掲げる事項

及び第３号ｂに規定する法第１６６条第２項第６号

に掲げる事実にあっては投資者の投資判断に及ぼす

影響が軽微なものとして取引規制府令で定める基準

に該当するものを除く。）は、直ちにその内容を開

示しなければならない。 

第１１９条 上場会社は、その子会社等が次の各号の

いずれかに該当する場合（第１号に掲げる事項及び

第２号に掲げる事実にあっては取扱いで定める基準

に該当するものその他の投資者の投資判断に及ぼす

影響が軽微なものと本所が認めるものを、第３号ａ

に規定する法第１６６条第２項第５号に掲げる事項

及び第３号ｂに規定する法第１６６条第２項第６号

に掲げる事実にあっては投資者の投資判断に及ぼす

影響が軽微なものとして取引規制府令で定める基準

に該当するものを除く。）は、直ちにその内容を開

示しなければならない。 
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（１） 上場会社の子会社等の業務執行を決定する

機関が、当該子会社等について次のａからｖまで

に掲げる事項のいずれかを行うことについての決

定をした場合（当該決定に係る事項を行わないこ

とを決定した場合を含む。） 

（１） 上場会社の子会社等の業務執行を決定する

機関が、当該子会社等について次のａからｔまで

に掲げる事項のいずれかを行うことについての決

定をした場合（当該決定に係る事項を行わないこ

とを決定した場合を含む。） 

ａ～ｓ （略） ａ～ｓ （略） 

ｔ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

（当該上場会社又は他の連結子会社との間で締

結するものを除く。以下この条において同

じ。）の締結（既に締結している金銭消費貸借

契約に新たに財務上の特約が付された場合を含

む。）又は財務上の特約が付された社債（当該

上場会社又は他の連結子会社に対して発行する

ものを除く。以下この条において同じ。）の発

行（既に発行している社債に新たに財務上の特

約が付された場合を含む） 

（新設） 

ｕ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の

弁済期限の変更、財務上の特約が付された社債

の償還期限の変更又は財務上の特約の内容の変

更 

（新設） 

ｖ ａから前ｕまでに掲げる事項のほか、当該上

場会社の子会社等の運営、業務又は財産に関す

る重要な事項であって投資者の投資判断に著し

い影響を及ぼすもの 

ｔ ａから前ｓまでに掲げる事項のほか、当該上

場会社の子会社等の運営、業務又は財産に関す

る重要な事項であって投資者の投資判断に著し

い影響を及ぼすもの 

（２） 上場会社の子会社等に次のａからｎまでに

掲げる事実のいずれかが発生した場合 

（２） 上場会社の子会社等に次のａからｌまでに

掲げる事実のいずれかが発生した場合 

ａ～ｋ （略） ａ～ｋ （略） 

ｌ 社債に係る期限の利益の喪失 （新設） 

ｍ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約に

係る財務上の特約に定める事由の発生 

（新設） 

ｎ ａから前ｍまでに掲げる事実のほか、当該子

会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事

実であって投資者の投資判断に著しい影響を及

ぼすもの 

ｌ ａから前ｋまでに掲げる事実のほか、当該子

会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事

実であって投資者の投資判断に著しい影響を及

ぼすもの 
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（３） （略） （３） （略） 

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年４月１日から施行

する。 

 

２ 改正後の第１１８条第１号ａｖ、同条第２号ｓの

２、第１１９条第１号ｕ及び同条第２号ｍの規定

は、令和６年４月１日より前に締結された金銭消費

貸借契約については、この改正規定施行の日から令

和８年３月３１日までの間は、適用しないことがで

きる。 
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上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

１．第２条（会社情報の開示）第１項関係 １．第２条（会社情報の開示）第１項関係 

（１）第１項に規定する本所が定める基準のうち同項

第１号に掲げる事項に係るものは、次のａからｎで

に掲げる区分に応じ当該ａからｎでに定めることと

する。ただし、ＩＦＲＳ任意適用会社については、

連結経常利益に係る基準は適用しない。 

（１）第１項に規定する本所が定める基準のうち同項

第１号に掲げる事項に係るものは、次のａからｌま

でに掲げる区分に応じ当該ａからｌまでに定めるこ

ととする。ただし、ＩＦＲＳ任意適用会社について

は、連結経常利益に係る基準は適用しない。 

ａ 第１号ａに掲げる事項 

次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当するこ

と。 

（ａ） 会社法第１９９条第１項に規定する株式会

社の発行する株式若しくはその処分する自己株

式を引き受ける者（協同組織金融機関が発行す

る優先出資を引き受ける者を含む。）の募集

（処分する自己株式を引き受ける者の募集をす

る場合にあっては、これに相当する外国の法令

の規定（上場外国会社である場合に限る。以下

同じ。）によるものを含む。）の払込金額又は

売出価額の総額（当該有価証券が新株予約権証

券である場合には、同法第２３８条第１項に規

定する募集新株予約権を引き受ける者の募集

（処分する自己新株予約権を引き受ける者の募

集を含む。）の払込金額又は売出価額の総額に

当該新株予約権証券に係る新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額の合計額を合算し

た金額）が１億円未満であると見込まれるこ

と。ただし、次の（ｂ）に規定する場合、株主

割当て（優先出資者割当てを含む。）による場

合及び買収への対応方針の導入又は買収への対

抗措置の発動に伴う場合を除く。 

（ｂ） 当該上場会社又はその子会社若しくは関連

会社に対する役務の提供の対価として個人に対

して株式又は新株予約権（以下この（ｂ）にお

ａ 第１号ａに掲げる事項 

会社法第１９９条第１項に規定する株式会社の

発行する株式若しくはその処分する自己株式を引

き受ける者（協同組織金融機関が発行する優先出

資を引き受ける者を含む。）の募集（処分する自

己株式を引き受ける者の募集をする場合にあって

は、これに相当する外国の法令の規定（上場外国

会社である場合に限る。以下同じ。）によるもの

を含む。）の払込金額又は売出価額の総額（当該

有価証券が新株予約権証券である場合には、同法

第２３８条第１項に規定する募集新株予約権を引

き受ける者の募集（処分する自己新株予約権を引

き受ける者の募集を含む。）の払込金額又は売出

価額の総額に当該新株予約権証券に係る新株予約

権の行使に際して出資される財産の価額の合計額

を合算した金額）が１億円未満であると見込まれ

ること。ただし、株主割当て（優先出資者割当て

を含む。）による場合及び買収への対応方針の導

入又は買収への対抗措置の発動に伴い発行する場

合を除く。 
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いて「株式等」という。）を割り当てる場合に

おいては、次のイ又はロのいずれかに該当する

こと。 

イ 当該株式及び当該新株予約権の目的である株

式の総数が当該株式等の割当日の属する事業年

度の直前の事業年度の末日又は株式の併合、株

式の分割若しくは株式無償割当てがその効力を

生ずる日のうち最も遅い日における発行済株式

（自己株式を除く。）の総数の１００分の１未

満であると見込まれること。 

ロ 当該株式等の割当日における当該株式及び当

該新株予約権の目的である株式の価額の総額が

１億円未満であると見込まれること。 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

ｄ 第１号ｋに掲げる事項 ｄ 第１号ｋに掲げる事項 

（ａ） 業務上の提携を行う場合 

次に掲げるもののいずれにも該当すること。 

（ａ） 業務上の提携を行う場合 

次に掲げるもののいずれにも該当すること。 

イ 当該業務上の提携の予定日の属する連結会計

年度開始の日から３年以内に開始する各連結会

計年度においていずれも当該業務上の提携によ

る連結会社の売上高の増加額が直前連結会計年

度の売上高の１００分の１０に相当する額未満

であると見込まれ、かつ、次の（イ）又は

（ロ）に掲げる場合においては、当該（イ）又

は（ロ）のそれぞれに定める基準に該当するこ

と。 

（イ）資本提携を伴う業務上の提携を行う場合 

当該資本提携につき、相手方の会社の株

式又は持分を新たに取得する場合にあって

は、新たに取得する株式又は持分の取得価

額が上場会社の直前連結会計年度の末日に

おける連結純資産額と連結資本金額（連結

財務諸表における資本金の額をいう。以下

１．（１）及び２．（１）において同

じ。）とのいずれか少なくない金額の１０

イ 当該業務上の提携の予定日の属する連結会計

年度開始の日から３年以内に開始する各連結会

計年度においていずれも当該業務上の提携によ

る連結会社の売上高の増加額が直前連結会計年

度の売上高の１００分の１０に相当する額未満

であると見込まれ、かつ、次の（イ）又は

（ロ）に掲げる場合においては、当該（イ）又

は（ロ）のそれぞれに定める基準に該当するこ

と。 

（イ）資本提携を伴う業務上の提携を行う場合 

当該資本提携につき、相手方の会社の株

式又は持分を新たに取得する場合にあって

は、新たに取得する株式又は持分の取得価

額が上場会社の直前連結会計年度の末日に

おける連結純資産額と連結資本金額（連結

財務諸表における資本金の額をいう。以下

１．（１）及び２．（１）において同

じ。）とのいずれか少なくない金額の１０
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０分の１０に相当する額未満であると見込

まれ、相手方に株式を新たに取得される場

合にあっては、新たに取得される株式の数

が上場会社の直前連結会計年度の末日又は

株式の併合、株式の分割若しくは株式無償

割当てがその効力を生ずる日のうち最も遅

い日における発行済株式（自己株式を除

く。）の総数の１００分の５以下であると

見込まれること。 

（ロ） （略） 

ロ （略） 

（ｂ） 業務上の提携の解消を行う場合 

次に掲げるもののいずれにも該当すること。 

イ 当該業務上の提携の解消の予定日の属する連

結会計年度開始の日から３年以内に開始する各

連結会計年度においていずれも当該業務上の提

携の解消による連結会社の売上高の減少額が直

前連結会計年度の売上高の１００分の１０に相

当する額未満であると見込まれ、かつ、次の

（イ）又は（ロ）に掲げる場合においては、当

該（イ）又は（ロ）のそれぞれに定める基準に

該当すること。 

（イ） 資本提携を伴う業務上の提携を解消す

る場合 

当該資本提携の解消につき、相手方の会

社の株式又は持分を取得している場合にあ

っては、取得している株式又は持分の帳簿

価額が上場会社の直前連結会計年度の末日

における連結純資産額と連結資本金額との

いずれか少なくない金額の１００分の１０

に相当する額未満であり、相手方に株式を

取得されている場合にあっては、取得され

ている株式の数が上場会社の直前事業年度

の末日又は株式の併合、株式の分割若しく

は株式無償割当てがその効力を生ずる日の

うち最も遅い日における発行済株式（自己

０分の１０に相当する額未満であると見込

まれ、相手方に株式を新たに取得される場

合にあっては、新たに取得される株式の数

が上場会社の直前連結会計年度の末日にお

ける発行済株式の総数の１００分の５以下

であると見込まれること。 

  

 

 

（ロ） （略） 

ロ （略） 

（ｂ） 業務上の提携の解消を行う場合 

次に掲げるもののいずれにも該当すること。 

イ 当該業務上の提携の解消の予定日の属する連

結会計年度開始の日から３年以内に開始する各

連結会計年度においていずれも当該業務上の提

携の解消による連結会社の売上高の減少額が直

前連結会計年度の売上高の１００分の１０に相

当する額未満であると見込まれ、かつ、次の

（イ）又は（ロ）に掲げる場合においては、当

該（イ）又は（ロ）のそれぞれに定める基準に

該当すること。 

（イ） 資本提携を伴う業務上の提携を解消す

る場合 

当該資本提携の解消につき、相手方の会

社の株式又は持分を取得している場合にあ

っては、取得している株式又は持分の帳簿

価額が上場会社の直前連結会計年度の末日

における連結純資産額と連結資本金額との

いずれか少なくない金額の１００分の１０

に相当する額未満であり、相手方に株式を

取得されている場合にあっては、取得され

ている株式の数が上場会社の直前事業年度

の末日における発行済株式の総数の１００

分の５以下であること。 

 



  

12 

 

株式を除く。）の総数の１００分の５以下

であること。 

（ロ） （略） （ロ） （略） 

ロ （略） ロ （略） 

ｅ～ｌ（略） ｅ～ｌ（略） 

ｍ 第１号ａｌに掲げる事項 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は当

該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の末

日における連結純資産額の１００分の１０に相当

する額未満であること。 

（新設） 

ｎ 第１号ａｍに掲げる事項 （新設） 

（ａ） 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

の弁済期限の変更又は財務上の特約が付され

た社債の償還期限の変更を行う場合 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又

は当該社債の発行価額の総額が直前連結会計

年度の末日における連結純資産額の１００分

の１０に相当する額未満であること。 

 

（ｂ） 財務上の特約の内容の変更を行う場合 

次のイ又はロのいずれかに該当すること。 

 

イ 当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は

当該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度

の末日における連結純資産額の１００分の１０

に相当する額未満であること。 

 

ロ 当該財務上の特約に定める事由及び当該事由

の発生があった場合の効果に照らして軽微であ

ること。 

 

（１）の２ （略） （１）の２ （略） 

（２）第１項に規定する本所が定める基準のうち同項

第２号に掲げる事実に係るものは、次のａからｋま

でに掲げる区分に応じ当該ａからｋまでに定めるこ

ととする。ただし、ＩＦＲＳ任意適用会社について

は、連結経常利益に係る基準は適用しない。 

（２）第１項に規定する本所が定める基準のうち同項

第２号に掲げる事実に係るものは、次のａからｉま

でに掲げる区分に応じ当該ａからｉまでに定めるこ

ととする。ただし、ＩＦＲＳ任意適用会社について

は、連結経常利益に係る基準は適用しない。 

ａ～ｉ （略） ａ～ｉ （略） 
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ｊ 第２号ｒに掲げる事実 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののいずれに

も該当すること。 

（新設） 

（ａ） 当該社債の発行価額の総額が直前連結会

計年度の末日における連結純資産額の１００分

の１０に相当する額未満であること。 

 

（ｂ） 当該社債が上場債券又は上場転換社債型

新株予約権付社債券に該当しないこと。 

 

ｋ 第２号ｒの２に掲げる事実 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額が直前

連結会計年度の末日における連結純資産額の１０

０分の１０に相当する額未満であること。 

（新設） 

（２）の２・（３） （略） （２）の２・（５） （略） 

（３）の２ 第３号の２に規定する四半期財務諸表等

は、別添「四半期財務諸表等の作成基準」に準拠し

て作成するものとする。 

（３）の２ 第３号の２に規定する四半期財務諸表等

は、別添「四半期財務諸表等作成基準」に準拠して

作成するものとする。 

（３）の３～（５） （略） （３）の３～（５） （略） 

２．第２条（会社情報の開示）第２項関係 ２．第２条（会社情報の開示）第２項関係 

（１）第２項に規定する本所が定める基準のうち同項

第１号に掲げる事項に係るものは、次のａからｏま

でに掲げる区分に応じ当該ａからｏまでに定めるこ

ととする。ただし、第２条第１項第１号ｌに規定す

る上場外国会社（本所が必要と認める者に限る。）

については、本所が定めるところによるものとし、

ＩＦＲＳ任意適用会社については、連結経常利益に

係る基準は適用しない。 

（１）第２項に規定する本所が定める基準のうち同項

第１号に掲げる事項に係るものは、次のａからｍま

でに掲げる区分に応じ当該ａからｍまでに定めるこ

ととする。ただし、第２条第１項第１号ｌに規定す

る上場外国会社（本所が必要と認める者に限る。）

については、本所が定めるところによるものとし、

ＩＦＲＳ任意適用会社については、連結経常利益に

係る基準は適用しない。 

ａ～ｍ （略） ａ～ｍ （略） 

ｎ 第１号ｒに掲げる事項 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は当

該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の末

日における連結純資産額の１００分の１０に相当

する額未満であること。 

（新設） 

ｏ 第１号ｓに掲げる事項 （新設） 

（ａ） 財務上の特約が付された金銭消費貸借契  
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約の弁済期限又は財務上の特約が付された社

債の償還期限の変更を行う場合 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又

は当該社債の発行価額の総額が直前連結会計

年度の末日における連結純資産額の１００分

の１０に相当する額未満であること。 

（ｂ） 財務上の特約の内容の変更を行う場合 

次のイ又はロのいずれかに該当すること。 

 

イ 当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又

は当該社債の発行価額の総額が直前連結会計

年度の末日における連結純資産額の１００分

の１０に相当する額未満であること。 

 

ロ 当該財務上の特約に定める事由及び当該事

由の発生があった場合の効果に照らして軽微

であること。 

 

（２）第２項に規定する本所が定める基準のうち同項

第２号に掲げる事実に係るものは、次のａからｊま

でに掲げる区分応じ当該ａからｊまでに定めること

とする。ただし、第２条第１項第１号ｌに規定する

上場外国会社（本所が必要と認める者に限る。）に

ついては、本所が定めるところによるものとし、Ｉ

ＦＲＳ任意適用会社については、連結経常利益に係

る基準は適用しない。 

（２）第２項に規定する本所が定める基準のうち同項

第２号に掲げる事実に係るものは、次のａからｈま

でに掲げる区分応じ当該ａからｈまでに定めること

とする。ただし、第２条第１項第１号ｌに規定する

上場外国会社（本所が必要と認める者に限る。）に

ついては、本所が定めるところによるものとし、Ｉ

ＦＲＳ任意適用会社については、連結経常利益に係

る基準は適用しない。 

ａ～ｈ （略） ａ～ｈ （略） 

ｉ 第２号ｌに掲げる事実 

当該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度

の末日における連結純資産額の１００分の１０に

相当する額未満であること。 

（新設） 

ｊ 第２号ｍに掲げる事実 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額が直前

連結会計年度の末日における連結純資産額の１０

０分の１０に相当する額未満であること。 

（新設） 

  

付  則  
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この改正規定は、令和７年４月１日から施行する。  

  

別添 四半期財務諸表等の作成基準 別添 四半期財務諸表等の作成基準 

（四半期財務諸表等の作成） （四半期財務諸表等の作成） 

第４条 上場会社は、次に掲げる事項に従い、四半期

財務諸表等及び注記を作成するものとする。 

第４条 上場会社は、次に掲げる事項に従い、四半期

財務諸表等及び注記を作成するものとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 財務諸表等規則第１４９条の規定及び財務

諸表等規則ガイドライン１４９の取扱い（連結財

務諸表規則第１２０条及び連結財務諸表規則ガイ

ドライン１２０において準用する場合を含む。）

は、四半期財務諸表等における継続企業の前提に

関する注記について準用する。この場合におい

て、財務諸表等規則第１４９条の規定及び財務諸

表等規則ガイドライン１４９の取扱いについて

は、次の表のとおり読み替えるものとする。 

読み替える

規定等 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

（略） 

財務諸表等

規則ガイド

ライン１４

９－３ 

前事業年度

の財務諸表 

前会計期間

（前事業年

度又は前四

半期会計期

間をいう。）

の財務諸表 

前事業年度

の注記 

前会計期間

（前事業年

度又は前四

半期会計期

間をいう。）

の注記 

（略） （略） 

事業年度の

末日までの

当四半期会

計期間が属

（２） 財務諸表等規則第１４９条の規定及び財務

諸表等規則ガイドライン１４９の取扱い（連結財

務諸表規則第１２０条及び連結財務諸表規則ガイ

ドライン１２０において準用する場合を含む。）

は、四半期財務諸表等における継続企業の前提に

関する注記について準用する。この場合におい

て、財務諸表等規則第１４９条の規定及び財務諸

表等規則ガイドライン１４９の取扱いについて

は、次の表のとおり読み替えるものとする。 

読み替える

規定等 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

（略） 

財務諸表等

規則ガイド

ライン１４

９－３ 

前事業年度 前会計期間

（前事業年

度又は前四

半期会計期

間をいう。） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

事業年度の

末日までの

「当四半期

会計期間が
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期間に対応

した内容 

する事業年

度の末日ま

での期間に

対応した内

容 

（略） 
 

期間に対応

した内容 

属する事業

年度の末日

までの期間

に対応した

内容 

（略） 
 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 

２ （略） ２ （略） 
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特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この施行規則において「Ｆ―Ａｄｖｉｓｅ

ｒ」、「Ｆ―ＱＳ」、「ＭＳＣＢ等」、「外国株預託

証券等」、「株券等」、「株式事務代行機関」、「監

査報告書等」、「国際会計基準」、「コーポレート・

ファイナンス助言業務」、「財務上の特約」、「指定

振替機関」、「上場外国会社」、「上場会社」、「上

場株券等」、「上場内国会社」、「上場有価証券」、

「新規上場申請者」、「第三者割当」、「担当Ｆ―Ａ

ｄｖｉｓｅｒ」、「担当会社」、「担当上場会社」、

「特定証券情報」、「特定上場有価証券」、「特定投

資家」、「特定投資家向け売付け勧誘等」、「特定投

資家向け取得勧誘」、「特定取引所金融商品市場」、

「特別利害関係者等」、「取引所府令」、「日本会計

基準」、「発行者情報」、「半期報告書」、「非上場

逆さ合併」、「米国会計基準」、「法」、「募集株

式」、「有価証券」、「有価証券届出書」、「有価証

券報告書」及び「流動性プロバイダー」とは、それぞ

れ特例第２条に規定するＦ―Ａｄｖｉｓｅｒ、Ｆ―Ｑ

Ｓ、ＭＳＣＢ等、外国株預託証券等、株券等、株式事

務代行機関、監査報告書等、国際会計基準、コーポレ

ート・ファイナンス助言業務、財務上の特約、指定振

替機関、上場外国会社、上場会社、上場株券等、上場

債券、上場内国会社、上場有価証券、新規上場申請

者、第三者割当、担当会社、担当Ｆ―Ａｄｖｉｓｅ

ｒ、担当上場会社、特定証券情報、特定上場有価証

券、特定投資家、特定投資家向け売付け勧誘等、特定

投資家向け取得勧誘、特定取引所金融商品市場、特別

利害関係者等、取引所府令、日本会計基準、発行者情

報、半期報告書、非上場逆さ合併、米国会計基準、

法、募集株式、有価証券、有価証券届出書、有価証券

報告書及び流動性プロバイダーをいう。 

第２条 この施行規則において「Ｆ―Ａｄｖｉｓｅ

ｒ」、「Ｆ―ＱＳ」、「ＭＳＣＢ等」、「外国株預託

証券等」、「株券等」、「株式事務代行機関」、「監

査報告書等」、「国際会計基準」、「コーポレート・

ファイナンス助言業務」、「指定振替機関」、「上場

外国会社」、「上場会社」、「上場株券等」、「上場

内国会社」、「上場有価証券」、「新規上場申請

者」、「第三者割当」、「担当Ｆ―Ａｄｖｉｓｅ

ｒ」、「担当会社」、「担当上場会社」、「特定証券

情報」、「特定上場有価証券」、「特定投資家」、

「特定投資家向け売付け勧誘等」、「特定投資家向け

取得勧誘」、「特定取引所金融商品市場」、「特別利

害関係者等」、「取引所府令」、「日本会計基準」、

「発行者情報」、「半期報告書」、「非上場逆さ合

併」、「米国会計基準」、「法」、「募集株式」、

「有価証券」、「有価証券届出書」、「有価証券報告

書」及び「流動性プロバイダー」とは、それぞれ特例

第２条に規定するＦ―Ａｄｖｉｓｅｒ、Ｆ―ＱＳ、Ｍ

ＳＣＢ等、外国株預託証券等、株券等、株式事務代行

機関、監査報告書等、国際会計基準、コーポレート・

ファイナンス助言業務、指定振替機関、上場外国会

社、上場会社、上場株券等、上場債券、上場内国会

社、上場有価証券、新規上場申請者、第三者割当、担

当会社、担当Ｆ―Ａｄｖｉｓｅｒ、担当上場会社、特

定証券情報、特定上場有価証券、特定投資家、特定投

資家向け売付け勧誘等、特定投資家向け取得勧誘、特

定取引所金融商品市場、特別利害関係者等、取引所府

令、日本会計基準、発行者情報、半期報告書、非上場

逆さ合併、米国会計基準、法、募集株式、有価証券、

有価証券届出書、有価証券報告書及び流動性プロバイ

ダーをいう。 
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（決定事実に係る軽微基準） （決定事実に係る軽微基準） 

第１０８条 特例第１１８条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第１号に掲げる事項に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。 

第１０８条 特例第１１８条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第１号に掲げる事項に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。 

（１） 特例第１１８条第１号ａに掲げる事項 

次のａ又はｂのいずれかに該当すること。 

ａ 会社法第１９９条第１項に規定する株式会社の

発行する株式若しくはその処分する自己株式を引

き受ける者（協同組織金融機関が発行する優先出

資を引き受ける者を含む。）の募集の払込金額又

は売出価額の総額（当該有価証券が新株予約権証

券である場合には、同法第２３８条第１項に規定

する募集新株予約権を引き受ける者の募集（処分

する自己新株予約権を引き受ける者の募集を含

む。）の払込金額又は売出価額の総額に当該新株

予約権証券に係る新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の合計額を合算した金額）が１

億円未満であると見込まれること（特定投資家向

け取得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等であ

って、この号に定める軽微基準に該当するものを

含む。）。ただし、次のｂに規定する場合、株主

割当（優先出資者割当を含む。）による場合及び

買収への対応方針の導入又は買収への対抗措置の

発動に伴う場合を除く。 

ｂ 当該上場会社又はその子会社若しくは関連会社

に対する役務の提供の対価として個人に対して株

式又は新株予約権（以下このｂにおいて「株式

等」という。）を割り当てる場合においては、次

の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当すること。 

（ａ） 当該株式及び当該新株予約権の目的であ

る株式の総数が当該株式等の割当日の属する事

業年度の直前の事業年度の末日又は株式の併

合、株式の分割若しくは株式無償割当てがその

効力を生ずる日のうち最も遅い日における発行

（１） 特例第１１８条第１号ａに掲げる事項 

会社法第１９９条第１項に規定する株式会社の発行

する株式若しくはその処分する自己株式を引き受ける

者（協同組織金融機関が発行する優先出資を引き受け

る者を含む。）の募集の払込金額又は売出価額の総額

（当該有価証券が新株予約権証券である場合には、同

法第２３８条第１項に規定する募集新株予約権を引き

受ける者の募集（処分する自己新株予約権を引き受け

る者の募集を含む。）の払込金額又は売出価額の総額

に当該新株予約権証券に係る新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額の合計額を合算した金額）が

１億円未満であると見込まれること（特定投資家向け

取得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等であって、

この号に定める軽微基準に該当するものを含む。）。

ただし、株主割当（優先出資者割当を含む。）による

場合及び買収への対応方針の導入又は買収への対抗措

置の発動に伴う場合を除く。 
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済株式（自己株式を除く。）の総数の１００分

の１未満であると見込まれること。 

（ｂ） 当該株式等の割当日における当該株式及

び当該新株予約権の目的である株式の価額の総

額が１億円未満であると見込まれること。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（４） 特例第１１８条第１号ｒに掲げる事項 （４） 特例第１１８条第１号ｒに掲げる事項 

ａ 業務上の提携を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののいずれに

も該当すること。 

ａ 業務上の提携を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののいずれに

も該当すること。 

（ａ） 当該業務上の提携の予定日の属する連結

会計年度開始の日から３年以内に開始する各連

結会計年度においていずれも当該業務上の提携

による連結会社の売上高の増加額が直前連結会

計年度の売上高の１００分の１０に相当する額

未満であると見込まれ、かつ、次のイ又はロに

掲げる場合においては、当該イ又はロのそれぞ

れに定める基準に該当すること。 

イ 資本提携を伴う業務上の提携を行う場合 

当該資本提携につき、相手方の会社の株式

又は持分を新たに取得する場合にあっては、

新たに取得する株式又は持分の取得価額が上

場会社の直前連結会計年度の末日における連

結純資産額と連結資本金額（連結財務諸表に

おける資本金の額をいう。以下同じ。）との

いずれか少なくない金額の１００分の１０に

相当する額未満であると見込まれ、相手方に

株式を新たに取得される場合にあっては、新

たに取得される株式の数が上場会社の直前連

結会計年度の末日又は株式の併合、株式の分

割若しくは株式無償割当てがその効力を生ず

る日のうち最も遅い日における発行済株式

（自己株式を除く。）の総数の１００分の５

以下であると見込まれること。 

（ａ） 当該業務上の提携の予定日の属する連結

会計年度開始の日から３年以内に開始する各連

結会計年度においていずれも当該業務上の提携

による連結会社の売上高の増加額が直前連結会

計年度の売上高の１００分の１０に相当する額

未満であると見込まれ、かつ、次のイ又はロに

掲げる場合においては、当該イ又はロのそれぞ

れに定める基準に該当すること。 

イ 資本提携を伴う業務上の提携を行う場合 

当該資本提携につき、相手方の会社の株式

又は持分を新たに取得する場合にあっては、

新たに取得する株式又は持分の取得価額が上

場会社の直前連結会計年度の末日における連

結純資産額と連結資本金額（連結財務諸表に

おける資本金の額をいう。以下同じ。）との

いずれか少なくない金額の１００分の１０に

相当する額未満であると見込まれ、相手方に

株式を新たに取得される場合にあっては、新

たに取得される株式の数が上場会社の直前連

結会計年度の末日における発行済株式の総数

の１００分の５以下であると見込まれるこ

と。 

 

ロ （略） 

（ｂ） （略） 

ロ （略） 

（ｂ） （略） 
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ｂ 業務上の提携の解消を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののいずれに

も該当すること。 

（ａ） 当該業務上の提携の解消の予定日の属す

る連結会計年度開始の日から３年以内に開始す

る各連結会計年度においていずれも当該業務上

の提携の解消による連結会社の売上高の減少額

が直前連結会計年度の売上高の１００分の１０

に相当する額未満であると見込まれ、かつ、次

のイ又はロに掲げる場合においては、当該イ又

はロのそれぞれに定める基準に該当すること。 

イ 資本提携を伴う業務上の提携を解消する場

合 

当該資本提携の解消につき、相手方の会社

の株式又は持分を取得している場合にあって

は、取得している株式又は持分の帳簿価額が

上場会社の直前連結会計年度の末日における

連結純資産額と連結資本金額とのいずれか少

なくない金額の１００分の１０に相当する額

未満であり、相手方に株式を取得されている

場合にあっては、取得されている株式の数が

上場会社の直前事業年度の末日又は株式の併

合、株式の分割若しくは株式無償割当てがそ

の効力を生ずる日のうち最も遅い日における

発行済株式（自己株式を除く。）の総数の１

００分の５以下であること。 

ｂ 業務上の提携の解消を行う場合 

次の（ａ）及び（ｂ）に掲げるもののいずれに

も該当すること。 

（ａ） 当該業務上の提携の解消の予定日の属す

る連結会計年度開始の日から３年以内に開始す

る各連結会計年度においていずれも当該業務上

の提携の解消による連結会社の売上高の減少額

が直前連結会計年度の売上高の１００分の１０

に相当する額未満であると見込まれ、かつ、次

のイ又はロに掲げる場合においては、当該イ又

はロのそれぞれに定める基準に該当すること。 

イ 資本提携を伴う業務上の提携を解消する場

合 

当該資本提携の解消につき、相手方の会社

の株式又は持分を取得している場合にあって

は、取得している株式又は持分の帳簿価額が

上場会社の直前連結会計年度の末日における

連結純資産額と連結資本金額とのいずれか少

なくない金額の１００分の１０に相当する額

未満であり、相手方に株式を取得されている

場合にあっては、取得されている株式の数が

上場会社の直前事業年度の末日における発行

済株式の総数の１００分の５以下であるこ

と。 

 

ロ （略） ロ （略） 

（ｂ） （略） （ｂ） （略） 

（５）～（１２）（略） （５）～（１２）（略） 

（１３） 特例１１８条第１号ａｕに掲げる事項 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は当該

社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の末日に

おける連結純資産額の１００分の１０に相当する額

未満であること 

（新設） 

（１４） 特例１１８条第１号ａｖに掲げる事項 （新設） 
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ａ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の弁

済期限の変更又は財務上の特約が付された社債の

償還期限の変更を行う場合 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は当

該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の末

日における連結純資産額の１００分の１０に相当

する額未満であること。 

 

ｂ 財務上の特約の内容の変更を行う場合 

次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当するこ

と。 

 

（ａ） 当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額

又は当該社債の発行価額の総額が直前連結会計

年度の末日における連結純資産額の１００分の

１０に相当する額未満であること。 

 

（ｂ） 当該財務上の特約に定める事由及び当該

事由の発生があった場合の効果に照らして軽微

であること。 

 

２ （略） ２ （略） 

  

（発生事実に係る軽微基準）  （発生事実に係る軽微基準） 

第１０９条 特例第１１８条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第２号に掲げる事実に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。 

第１０９条 特例第１１８条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第２号に掲げる事実に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。 

（１）～（９） （略） （１）～（９） （略） 

（１０） 特例第１１８条第２号ｓに掲げる事実 

当該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の

末日における連結純資産額の１００分の１０に相当

する額未満であること。 

（新設） 

（１１） 特例第１１８条第２号ｓの２に掲げる事実 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額が直前連

結会計年度の末日における連結純資産額の１００分

の１０に相当する額未満であること。 

（新設） 

２ （略） ２ （略） 

  

（子会社等の決定事実に係る軽微基準） （子会社等の決定事実に係る軽微基準） 
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第１１１条 特例第１１９条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第１号に掲げる事項に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。ただし、特例第１１８条第１号ｓに規定する

上場外国会社（本所が必要と認める者に限る。）につ

いては、本所が定めるところによるものとする。 

第１１１条 特例第１１９条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第１号に掲げる事項に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。ただし、特例第１１８条第１号ｓに規定する

上場外国会社（本所が必要と認める者に限る。）につ

いては、本所が定めるところによるものとする。 

（１）～（１６） （略） （１）～（１６） （略） 

（１７） 特例第１１９条第１号ｔに掲げる事項 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は当該

社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の末日に

おける連結純資産額の１００分の１０に相当する額

未満であること。 

（新設） 

（１８） 特例第１１９条第１号ｕ掲げる事項 （新設） 

ａ 財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の弁

済期限又は財務上の特約が付された社債の償還期

限の変更を行う場合 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額又は当

該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の末

日における連結純資産額の１００分の１０に相当

する額未満であること。 

 

ｂ 財務上の特約の内容の変更を行う場合 

次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当するこ

と。 

 

（ａ） 当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額

又は当該社債の発行価額の総額が直前連結会計

年度の末日における連結純資産額の１００分の

１０に相当する額未満であること。 

 

（ｂ） 当該財務上の特約に定める事由及び当該

事由の発生があった場合の効果に照らして軽微

であること。 

 

  

 （子会社等の発生事実に係る軽微基準）  （子会社等の発生事実に係る軽微基準） 

第１１２条 特例第１１９条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第２号に掲げる事実に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。ただし、特例第１１８条第１号ｓに規定する

第１１２条 特例第１１９条に規定する施行規則で定め

る基準のうち同条第２号に掲げる事実に係るものは、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めること

とする。ただし、特例第１１８条第１号ｓに規定する
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上場外国会社（当取引所が必要と認める者に限る。）

については、当取引所が定めるところによるものとす

る。 

上場外国会社（当取引所が必要と認める者に限る。）

については、当取引所が定めるところによるものとす

る。 

（１）～（８） （略） （１）～（８） （略） 

（９） 特例第１１９条第２号ｌに掲げる事実 

当該社債の発行価額の総額が直前連結会計年度の

末日における連結純資産額の１００分の１０に相当

する額未満であること。 

（新設） 

（１０） 特例第１１９条第２号ｍに掲げる事実 

当該金銭消費貸借契約の債務の元本の額が直前連

結会計年度の末日における連結純資産額の１００分

の１０に相当する額未満であること。 

（新設） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別記第３号様式及び別記第４号様式は、令

和７年３月３１日以後に終了する連結会計年度又は事

業年度に係る特定証券情報及び発行者情報について適

用し、同日前に終了する連結会計年度又は事業年度に

係る特定証券情報及び発行者情報については、なお従

前の例による。 

 

  

別記第３号様式 別記第３号様式 

特定証券情報 特定証券情報 

第一部 （略） 第一部 （略） 

第二部 【企業情報】 第二部 【企業情報】 

第１・第２ （略） 第１・第２ （略） 

第３ 【事業の状況】 第３ 【事業の状況】 

１～４ （略） １～４ （略） 

５ 【重要な契約等】(４４) ５ 【経営上の重要な契約等】(４４) 

６・７ （略） ６・７ （略） 

第４～第８ （略） 第４～第８ （略） 

第三部～第五部 （略） 第三部～第五部 （略） 

  

（記載上の注意） （記載上の注意） 
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（１）～（４３） （略） （１）～（４３） （略） 

（４４） 重要な契約等 （４４） 経営上の重要な契約等 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

ｃ 連結会社において事業の全部若しくは主要な部分

の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益全部

を共通にする契約、技術援助契約その他の重要な契

約を締結している場合には、その概要を記載するこ

と。最近連結会計年度の開始日から特定証券情報の

公表日までの間において、これらの契約について重

要な変更又は解約があった場合には、その内容を記

載すること。 

ｃ 連結会社において事業の全部若しくは主要な部分

の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益全部

を共通にする契約、技術援助契約その他の経営上の

重要な契約を締結している場合には、その概要を記

載すること。最近連結会計年度の開始日から特定証

券情報の公表日までの間において、これらの契約に

ついて重要な変更又は解約があった場合には、その

内容を記載すること。 

ｄ・ｅ （略） ｄ・ｅ （略） 

ｆ 発行者の株主（当該発行者の完全親会社（会社法

第８４７条の２第１項に規定する完全親会社をい

う。）を除く。次のｇにおいて同じ。）と当該発行者

（当該発行者が子会社の経営管理を行う業務を主た

る業務とする会社である場合にあっては、当該発行

者又はその連結子会社。以下このｆにおいて同

じ。）との間で次に掲げる合意を含む契約（重要性

の乏しいものを除く。）を締結している場合には、

当該契約の概要（当該契約を締結した年月日、当該

契約の相手方の氏名又は名称及び住所並びに当該合

意の内容を含む。）、当該合意の目的、取締役会にお

ける検討状況その他の当該発行者における当該合意

に係る意思決定に至る過程及び当該合意が当該発行

者の企業統治に及ぼす影響（影響を及ぼさないと考

える場合には、その理由）を具体的に記載するこ

と。ただし、記載すべき事項の全部又は一部を届出

書の他の箇所において記載した場合には、その旨を

記載することによって、当該他の箇所において記載

した事項の記載を省略することができる。 

なお、当該契約の相手方が個人である場合におけ

る住所の記載に当たっては、市町村までを記載して

も差し支えない。 

（ａ） 当該発行者の役員について候補者を指名す

る権利を当該株主が有する旨の合意 

（新設） 
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（ｂ） 当該株主による議決権の行使に制限を定め

る旨の合意 

（ｃ） 当該発行者の株主総会又は取締役会におい

て決議すべき事項について当該株主の事前の承諾

を要する旨の合意 

ｇ 発行者の株主と当該発行者との間で次に掲げる合

意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締

結している場合において、当該株主が法第２７条の

２３第１項の規定により大量保有報告書を提出した

者であるときは、当該契約の概要（当該契約を締結

した年月日、当該契約の相手方の氏名又は名称及び

住所並びに当該合意の内容を含む。）、当該合意の目

的及び取締役会における検討状況その他の当該発行

者における当該合意に係る意思決定に至る過程を具

体的に記載すること。ただし、記載すべき事項の全

部又は一部を届出書の他の箇所において記載した場

合には、その旨を記載することによって、当該他の

箇所において記載した事項の記載を省略することが

できる。 

なお、当該契約の相手方が個人である場合におけ

る住所の記載に当たっては、市町村までを記載して

も差し支えない。 

（ａ） 当該株主による当該発行者の株式の譲渡そ

の他の処分について当該発行者の事前の承諾を要

する旨の合意 

（ｂ） 当該株主が当該発行者との間で定めた株式

保有割合（当該株主の有する当該発行者の株式の

数がその発行済株式の総数のうちに占める割合を

いう。次の(ｃ)において同じ。）を超えて当該発

行者の株式を保有することを制限する旨の合意 

（ｃ） 当該発行者による株式の発行その他の行為

が当該株主の株式保有割合の減少を伴うものであ

る場合に、当該株主がその株式保有割合に応じて

当該株式を引き受けることができる旨の合意 

（ｄ） 当該契約が終了した場合に、当該発行者が

当該株主に対しその保有する当該発行者の株式を

（新設） 
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当該発行者（当該発行者が指定する者を含む。）

に売り渡すことを請求することができる旨の合意 

ｈ 発行者が財務上の特約その他当該発行者の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要

な影響を及ぼす可能性のある特約が付された金銭消

費貸借契約の締結若しくはこれらの特約が付された

社債の発行をしている場合又は連結子会社が財務上

の特約その他当該連結会社の財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす

可能性のある特約が付された金銭消費貸借契約の締

結若しくはこれらの特約が付された社債の発行をし

ている場合において、その金銭消費貸借契約に係る

債務の期末残高（複数の金銭消費貸借契約に同種の

特約が付されている場合にあっては、各金銭消費貸

借契約に係る債務の期末残高を合計した額）又はそ

の社債の期末残高（複数の社債に同種の特約が付さ

れている場合にあっては、各社債の期末残高を合計

した額）が当該連結会社に係る最近連結会計年度の

末日における連結純資産額の１００分の１０以上に

相当する額であるときは、その期末残高に係る金銭

消費貸借契約又は社債についての次に掲げる事項を

記載すること。ただし、記載すべき事項の全部又は

一部を届出書の他の箇所において記載した場合に

は、その旨を記載することによって、当該他の箇所

において記載した事項の記載を省略することができ

る。 

（ａ） これらの特約が付された金銭消費貸借契約

の締結をしている場合には、次に掲げる事項 

ⅰ 連結子会社が金銭消費貸借契約の締結をして

いる場合には、当該連結子会社の名称、住所及

び代表者の氏名 

ⅱ 金銭消費貸借契約の締結をし、又はこれらの

特約が付された年月日 

ⅲ 金銭消費貸借契約の相手方の属性 

ⅳ 金銭消費貸借契約に係る債務の期末残高及び

弁済期限並びに当該債務に付された担保の内容 

（新設） 
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ⅴ これらの特約の内容 

（ｂ） これらの特約が付された社債の発行をして

いる場合には、次に掲げる事項 

ⅰ 連結子会社が社債の発行をしている場合に

は、当該連結子会社の名称、住所及び代表者の

氏名 

ⅱ 社債の発行をし、又はこれらの特約が付され

た年月日 

ⅲ 社債の期末残高及び償還期限並びに社債に付

された担保の内容 

ⅳ これらの特約の内容 

（４５）～（８４） （略） （４５）～（８４） （略） 

  

別記第４号様式 別記第４号様式 

発行者情報 発行者情報 

第一部 【企業情報】 第一部 【企業情報】 

第１・第２ （略） 第１・第２ （略） 

第３ 【事業の状況】 第３ 【事業の状況】 

５ 【重要な契約等】(２０) ５ 【経営上の重要な契約等】(２０) 

第４～第８ （略） 第４～第８ （略） 

第二部・第三部 （略） 第二部・第三部 （略） 

  

（記載上の注意） （記載上の注意） 

（１）～（１９） （略） （１）～（１９） （略） 

（２０） 重要な契約等 

第３号様式記載上の注意(４４)に準じて記載す

ること。 

（２０） 経営上の重要な契約等 

第３号様式記載上の注意(４４)に準じて記載す

ること。 

（２１）～（５８） （略） （２１）～（５８） （略） 

  

 

 


